
1．　は　じ　め　に

　本稿の問題意識は，「日本の調味料メーカー
が，イスラム社会でどのように事業を展開し，
競争のない状況をいかに作り出してきたのかを
考察する」というものである。本稿では，広島
県に本社を持つオタフクソース株式会社をとり
あげる。同社は，2016年に，オタフクソース・
マレーシアという子会社を設立し，新たな市場
を創造してきた。
　オタフクソースは，なぜマレーシアに進出し
たのか，イスラム社会で必要とされるハラール
認証1）をマレーシアでどのようにして獲得した
のか，具体的にどのように事業展開をしていっ
たのか。その過程で直面した諸問題にどのよう
に対処し解決しようとしたのか。そして，どの
ようにして「競争のない状況」を作り出したの
か。これらが本稿において解明すべき課題であ
る。

2．　先行研究のレビュー

　先行研究との関連で位置づけるならば，本稿
は次の 2つの論点を融合したプロセス分析の研
究である。 1つは日本企業によるハラール製品
の市場開拓の取組事例の研究である。もう 1つ
がそのことによって「競争のない状況をいかに
作り出してきたのか」についての研究である。

　前者については，阿良田（2020），林（2015），
茂野（2011），中央畜産会（2014）などが，ハ
ラールの持つ本来的な意味などを説明している。
並河（2011）は，マレーシアのハラール制度を
事例として，それがどのように貿易上の障害に
なるかを検討し，結果として WTO の貿易の技
術的障害に関する協定に抵触する本質的な問題
がないことを明らかにした。また，武井（2018）
や寺野・佐藤・福田（2022）は日本に観光で訪
れる観光客に対応するなど日本におけるイスラ
ムビジネスの現状について論じた。このような
先行研究はあるものの，梅野（2016）は「ハ
ラール認証をいかにして取得し，それを製品化
に結びつけ，市場に出していくのかという，具
体的な事実過程にまで踏み込んだ研究は少ない」
とし，新田ゼラチンのインド子会社がどのよう
にしてハラール認証を取得し事業を展開したの
かという事例を論じた。梅野（2016）の場合は，
インド市場における日本企業のハラール認証獲
得の経緯について論じたが，同様にイスラム教
徒がマジョリティを占めるマレーシアでその認
証獲得の経緯について具体的な事実過程にまで
踏み込んだ研究は少ないと言えよう。
　後者の「競争のない状況を作り出す」とい
うことについては，キム＆モボルニュ（2005, 

2015, 2018）のブルー・オーシャン戦略が著名
である。ブルー・オーシャン戦略とは，血みど
ろの戦いが繰り広げられる既存の市場（レッ
ド・オーシャン，赤い海）を抜け出し，競争自
体を無意味なものにする未開拓の市場を生み出
す戦略（ブルー・オーシャン，青い海）のこと
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である。レッド・オーシャンの市場では，コモ
ディティ化なども進みやすく，継続的に業績を
上げることは困難とされている。
　彼らは，ブルー・オーシャンを作り出すには，
戦略キャンパスを分析ツールとして使い，新し
い価値曲線を描くためには，自分の業界におけ
る一般的な機能のうち，何かを「減らす」「取
り除く」，その上で特定の機能を「増やす」「新
たに付け加える」ことにより，それまでなかっ
た企業と顧客の両方に対する価値を向上させる
「バリューイノベーション」が必要だと主張し
ている。ポーター（1998）は，「事業が成功す
るためには，低価格戦略か差別化（高付加価値）
戦略のいずれかを選択する必要がある」と主張
しているが，ブルー・オーシャン戦略では「『減
らす』『取り除く』ことによる低コスト化と，
『増やす』『付け加える』ことによる顧客にとっ
ての高付加価値は両立し得る」と主張している。
その具体的な事例として，「シルクド・ソレイ
ユ」（伝統的なサーカスにオペラやロックなど
の要素を取り入れた）や，日本の「QB ハウス」
（洗髪などの作業を取り除き低価格を実現した）
などを挙げている。このブルー・オーシャンに
関しては，多くの解説本が出版されている2）。
　ブルー・オーシャン戦略に対し，楠木（2011）
は次のように述べている。「新しく発見された
ブルー・オーシャンが多くの顧客を引きつける
ほど，その後の競合他社による模倣と追随は激
しさを増すだろう」とし，「ブルー・オーシャ
ン戦略にしても，転換した先の価値次元の可視
性が依然として高いままであれば，遅かれ早か
れコモディティ化の脅威に直面する」と述べ，
「せっかくのブルー・オーシャン戦略が，レッ
ド・オーシャンに逆戻りしてしまう」とし，「ブ
ルー・オーシャン戦略の潜在的な限界がある」
と結論付けている。そして，「価値創造につき
つけられた挑戦課題はコモディティ化の圧力の
増大である。コモディティ化の圧力をはねのけ

て価値創造を実現するためには，マーケティン
グとイノベーションの双方が必要となることは
言うまでもない。しかし，それ以上に重要なの
は両者の相互乗り入れである」と結論づけてい
る。
　清水（2016）は，ブルー・オーシャン戦略は
研究テーマとしては「全く無視されている」と
している3）。その理由として，「新しい市場を
つくる」「競争をしない」という考え方は，こ
れまでの「差別化」という言葉の代わりに何度
も言われてきたことであり，かつ「ブルー・
オーシャン度合い」を定量化することがほぼ不
可能であり，それが高業績につながっているか
どうかを実証も難しいとしている。そして，「ブ
ルー・オーシャン」の見本として取り上げられ
た戦略や組織が，その後あっという間に廃れた
り，陳腐化したりすることは良くあり，ブ
ルー・オーシャン戦略を遂行した例に挙げられ
た任天堂の Wii の事例やシルクド・ソレイユ
は中国企業に買収されてしまったことを例とし
て示している。しかしながら，ブルー・オー
シャン戦略は，ビジネス界では重要なコンセプ
トとして多くの企業は経営者の間では認識され
ているとしている。何故なら，ブルー・オー
シャン戦略の素晴らしさは，「すでに知られて
いる要素技術・コンセプト」を新しく組み合わ
せて，顧客ニーズに合ったサービスを提供した
ことにあるとしている。さらに，差別化は「自
社を知ることから始まる」とし，「自分たちが
本当に強いところをどうやって伸ばしたらいい
かを真剣に考えること」がブルー・オーシャン
戦略の真のメッセージであるのではないかと指
摘している。
　これらの先行研究は，ブルー・オーシャン戦
略は現実のビジネスの場では議論され有効活用
されている可能性はあるものの，その限界を強
く指摘している点で整合的である。これらの主
張をまとめると，「差別化」を図り，ブルー・
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オーシャン戦略を達成したとしても，新しく転
換された先の価値次元の可視性が高ければ，コ
モディティ化の脅威に直面し，それらの戦略・
商品・組織は陳腐化しレッド・オーシャンに戻
る可能性があるということであろう。そして，
それを回避するには，いかにして「自社の強み」
を認識し，それを伸ばすことが必要であるとい
うことであろう。
　それらの先行研究を考慮しても，結論をやや
先取りして言えば，本稿では，オタフクソー
ス・マレーシアは「競争のない状況」，すなわ
ちブルー・オーシャン戦略を達成したと考えて
いる。では，同社がどのようにしてブルー・
オーシャン戦略を達成したのか，ということを，
具体的かつ動態的な変化のプロセスを詳細に跡
付けることによって，本稿は，関連研究分野に
新たな知見を提供しようとするものである。

3．　研　究　方　法

　本稿では，調味料メーカーであるオタフク
ソース株式会社を取り上げ，同社がどのように
してブルー・オーシャンを形成したのか，につ
いて考察するために，研究手法として事例研究
の方法論を選択する。なぜなら事例研究は組織
内の因果関係を明らかにするには有効であるか
らである（沼上，2000）。また，研究のための
データは，新聞・雑誌などの発表資料，イン
ターネットでの公開データ，関係者へのインタ
ビュー，内部資料などから集めた。これは，な
るべく多数のデータ元から事例を観察すること
で，事例の正確性をできうる限り担保するため
である（Yin, 1994）。さらには，Eisenhardt

（1989）が主張するように，事例研究は，発展
中の理論構築と拡張には有効な方法であるから
である。
　本稿では，その目的のためにオタフクソース
の本社，マレーシア出向者に対し，数度のイン
タビュー調査（対面，およびオンライン）を

行った4）。

4．　オタフクソースの事例

　オタフクソース株式会社（以下，オタフクソー
ス）にとって，「オタフクの味」とは，同社の
アイデンティティーであり，オリジナリティで
あり，競争の原資そのものある。この「オタフ
クの味」こそが，オタフクソースが競争できる
重要な武器である。従って，海外進出をする場
合でも，「オタフクの味」を，海外の現地での
原材料などの環境に合わせていかに実現するか
が，同社が海外進出する際にも求められた。
　その同社が，2016年 4 月にマレーシアに，テ
クスケム・リソーシズ社（以下，テクスケム社）
と，OTAFUKU SAUCE MALAYSIA SDN. 

BHD.（以下，オタフクソース・マレーシア）
という合弁会社を設立した。
　本稿では，同社がどのようにして，マレーシ
アでこの「オタフクの味」を開発し，この商品
をもってブルー・オーシャン戦略を達成したの
かについて分析，検討する。

4．1　合弁会社設立に至る経緯

　オタフクソースは，世界中にお好み焼きを広
めることが経営ビジョンであった。海外につい
て言えば，マレーシアに進出を検討する以前に，
中国の青島とアメリカのロサンゼルスに工場を
すでに立ち上げており，海外で経営をすること
の難しさも認識していたものの，現地に生産拠
点を持つというメリットは十分に感じていた。
しかし，世界的に人口の多いイスラム圏には進
出できていないという事実があり，そしてイス
ラム圏に進出するにはハラール認証を取得する
必要があると認識していた。
　その当時，同社は，どの日本の調味料メー
カーが東南アジアのどの国に進出して，どのよ
うな戦略をとっているのかについては以下のよ
うな認識をしていた。
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　インドネシアは，人口は2.8億人という大き
な人口を持ち，かつ広大な国土を有している
「ビッグ・マーケット」であり，かつ，イスラ
ム教徒が非常に多いとされる。同国に進出して
いる日本の調味料メーカーの多くは同国の内需
に注力していた。また，タイの人口は6,617万
人とインドネシアほどの人口はないものの，マ
レーシアの人口の3,200万人よりもはるかに大
きく，かつ，工業化が進んでいる国であり，イ
ンドネシアと同様に「ビッグ・マーケット」で
ある。タイにはイスラム系の人々がいるが，そ
の数は少数である。そして，タイに進出した日
本の調味料メーカーの多くのターゲットは，タ
イ国内の一般の人々（主として仏教徒）であり，
かつ，日本への持ち帰りであったのである。
　そのような状況から，他の日本の調味料メー
カーとバッティングが少ない国で，かつ，将来
のイスラム圏へのビジネスの拡大を考えると，
マレーシアが浮上してきていたのである。なお，
マレーシアに進出している日本の調味料メー
カーはオタフクソースを除けばその時から現在
に至るまで非常に少ない。
　そのような時，オタフクソースは，2013年11
月に，テクスケム社の創業者の小西史彦氏と会
うことになった。テクスケム社は，マレーシア
を中心に回転寿司レストラン「Sushi King」な
どを始め，多角的な事業展開を行っている企業
である。テクスケム社は，すでに100店舗ほど
も展開している「Sushi King」でハラール認証
のついた食品を展開したかったのである。その
ためには，調味料についてはハラール認証のつ
いたものでなければならず，また，安定的な供
給が期待できるマレーシア国内からの調達を探
していた。そして，もしそのような調達先があ
れば，自ら出資しても構わないと考えていた。
それを彼らは，オタフクソースに求めてきたの
である。
　最終的に，オタフクソースはテクスケム社と

の合弁企業をマレーシアに設立したわけだが，
マレーシアという国を選んだのは，合弁相手が
マレーシアにあるということだけではなかった
のである。オタフクソースはイスラム世界にお
けるマレーシアの JAKIM（Jabatan Kemajuan 

Islam Malaysia，マレーシア連邦政府総理府イ
スラム開発庁，以下本稿では JAKIM と略）の
信頼性の高さを考慮し，JAKIM からハラール
認証を取得できれば，他のイスラム圏へのビジ
ネス展開ができると考えたのである。各国のハ
ラール認証機関には，様々なランク，種類のも
のがある。例えば，決して厳正ではないハラー
ル認証機関でハラール認証を取得したとしても，
他のイスラム社会で通用するとは限らない，と
いうケースがでてくる可能性があった。マレー
シアの JAKIM は，マレーシアの国家機関の一
つでもあり，その厳しさは調味料業界や食品業
界では良く知られていた。そこで，同社は
JAKIM での認証取得に挑戦したのである。そ
して，そのころには，本格的な正真正銘の日本
食が海外でも食される時代を迎えようとしてお
り，そこに自社のソースなどの調味料を供給す
ることによるビジネスチャンスを考えていたの
である。その際に，東南アジア各国における日
本メーカーのハラール調味料の価格帯，味，使
用メニューなどについてさらに調査を進めた。
　2016年 4 月にマレーシア会社であるオタフク
ソース・マレーシア（英文名　OTAFUKU 

SAUCE MALAYSIA SDN. BHD.）が設立された。
出資比率は，オタフクソースが51％，テクスケ
ム社が49％であった。社長には，オタフクソー
ス出身の尼田和孝氏が就任した。この合弁会社
からは，ハラール認定の調味料がテクスケム社
の傘下の「Sushi King」に供給されることにな
り，その結果，最終の寿司商品もマレーシア市
場に対応した「完全ハラール」を達成すること
となり，両社の WIN-WIN を達成できたのであ
る。
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　なお，オタフクソースが合弁会社を設立する
のは，日本国内だけではなく，海外でも初めて
のことであった。合弁については，社内でも議
論があったことはあったが，オタフクソース社
内では，「いままでやった経験がないだけに，
前向きに取り組もう」という雰囲気が醸成され
ていたという。

4．2　商品開発とハラール認証獲得の経緯

　一般的にスムーズにハラール認証を獲得する
のは難しいとされる。仮に申請したとしても，
1年以上の時間がかかってしまうこともあると
されている。それは， 3ヶ月の稼働実績の後に
ハラール申請を行い，その後，認証機関（今回
の場合は JAKIM）による書類審査と現場審査
を受け，それが承認されて認定となるためであ
る。しかし，オタフク・マレーシアの場合は，
申請してからわずか 4ヶ月で認証を受けている。
　まず，オタフク・マレーシアは，新製品の開
発については，原材料もハラール認証を受けた
ものにしなければならないし，また，製造環境
もハラールに適合したものにしなければいけな
いのである。その状況のもとで，同社は新商品
を作り出さなければならない。そのハードルは
高そうに見えた。しかしながら，そもそもオタ
フクソースという会社は，日本では常に新しい
チャレンジをし，「オタフクの味」を作ってき
たのである。例えば，日本では2,000以上のレ
シピの原材料を吟味・試験し，製品化してきた。
中国では，中国の原材料を使って新製品を開発
した。ハラール認証を得るには，豚由来の原材
料を使うことは厳禁とされているが，日本では，
すでに肉を使っていない商品も開発してきた。
つまり，国の内外を問わず，オタフクソースは，
その土地，気候，風土を十分に検討したうえで，
「オタフクの味」の新しい商品を作り出し続け
る風土をもった企業なのである。ハラール商品
についても同様で，そのような素地があるので，

全くのゼロのベースから商品開発をスタートさ
せてきたわけではなく，原材料も製造工程も，
今までの他の商品と同じように「新たな挑戦」
をしてきたのである。
　次いで，認証機関である JAKIM との関係で
ある。オタフクソース・マレーシアは，事前に
他社が「なんで失敗したか？　例え認証されて
もなぜ時間がかかったのか？」，あるいはその
逆の「その会社はなぜ認証を受けたのか」とい
うという成功・失敗事例に関する情報を様々な
ルートから入手し，整理し，JAKIM にその詳
細を質問していったのである。そこで分かった
ことは，JAKIM のルールは極めて明快で明文
化されており，かつ，システマチックであり，
また，JAKIM 側も「正しい手順を踏んだ申請
者には，できるだけ申請を許可させてあげたい」
という思いも伝わってきたことである。今回の
場合であれば，日本の企業であるオタフクソー
スが，マレーシアに進出し，今後，イスラム圏
でのビジネスを拡大していくためには，ハラー
ル認証が必要であろうから，オタフクソース・
マレーシア側からの質問に対しても，非常に親
切に対応してくれたのである。つまり，彼らの
指示している通り，忠実に行えば，ハラール認
証の獲得に向けて問題はないであろうというこ
とが分かってきたのである。
　そして，オタフクソース・マレーシアは，工
場経営を行い，実際に JAKIM にハラール認証
を申請するにあたっては， 2人の現地人を採用
した。一人は，工場長クラスのプロダクト・
リーダー（男性）であり，もう一人はハラー
ル・エグゼクティブ（女性）であった。二人と
も，マレー系のイスラム教徒のマレーシア人で
あった。採用するに際し，同社は， 2人ともき
わめて敬虔なイスラム教徒であることを確認し
た。何故なら，同社は，「イスラム教徒の中で
も極めて敬虔な人と，そうでない人がいる。ハ
ラール対応するには敬虔な人の方が望ましい」
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というアドバイスを受けていたからである。
　ハラール・エグゼクティブの女性は，前職
（飲料メーカー）でも JAKIMとの窓口になって，
ハラール申請を担当していた。よって，オタフ
クソース・マレーシアは，ハラール申請に際し
ては，彼女にそれまで得てきた経験や知識と，
今回，同社が申請をする際の詳細情報の打ち合
わせを行った。日本の本社にいて，商品開発を
担当していた担当者も，一つ一つの材料につい
て彼女に相談をした。また，彼女は，前職の仕
事の際に，JAKIMの担当者とは既に知己になっ
ていたために，それも，同社のハラール申請に
は役立ったものと思われる。
　そして，この 2人のローカル社員は，不備の
ないマレー語の申請書類の作成や，監査への適
切な対応，JAKIM との綿密な折衝を行った。
　2016年12月，オタフクソース・マレーシアは，
ハラール承認業務を担う JAKIM の一つの部門
に対して，「是非とも，JAKIM がハラール認証
したオタフクの調味料を，東京オリンピックで
海外から来た方々（イスラム教徒）に提供した
い」というプレゼンテーションを行った。その
プレゼンテーションは先方からは非常に好評で，
その 1週間後に再度，具体的な日本食の説明を
付け加えた上で同様のプレゼンテーションを求
められた。その時には，テクスケム社が準備し
てくれたハラール認証を得た日本食の食事メ
ニューとともに，プレゼンテーションを行った。
それに感銘した先方は，「すぐに内部監査を行
うので，準備をしておいて欲しい」という決定
をしてくれた。ここから約 2 ヶ月で，お好み
ソースなど16品目のハラール認証がおりたので
ある。つまり，申請をしてからわずか 4ヶ月で
ハラール認証が下りたわけだが，これはおそら
く2022年時点では最短であると思われる。
　オタフクソース・マレーシアは，上記のよう
に2016年12月にハラール申請を行ったが，それ
以前の約 2年間は申請のための準備期間であっ

た。その準備期間の中で，一番，時間がかかっ
たのが，原材料調達などのサプライチェーンの
点であった。具体的には，2014年10月ごろから，
ハラール認証に適合する原材料を探し始めた。
その際には，テクスケム社にも原材料業者を紹
介もらうなど，そこからも情報を入手した。ま
た，日本の原材料業者でハラール認証をもって
いる企業にも，調達のための調査を行った。
　なお，ソースなどの調味料は，原材料が変わ
ると最終完成品の味は当然変化する。季節に
よって，また，同じ原材料であっても，製造さ
れる場所が変わると，味は変わってしまう。そ
れを十分に考慮に入れた上で，オタフクソース
は，様々な組み合わせをして，「オタフクの味」
を作り出していったのである。
　では具体的にどのような開発がなされたので
あろうか。同社が求める味とは，「オタフクの
味」であった。2016年 2 月に担当になった開発
担当者が，マレーシアでの調味料やソースの味
づくりについて調査した。その直前に，彼の前
任者らがマレーシアに出張し，何度も原材料調
査を行い最初の試作品を作ったわけだが，それ
は「オタフクの味」としては合格点には達しな
かった。しかも，同社は，最終的に JAKIM か
らハラール認証を受けることができる調味料や
ソースを作り出さなければならないのであった。
しかし，いくらハラール認証がある現地の原材
料を使うことができても，それは必ずしも「オ
タフクの味」にはつながらない。その逆もある。
よって，まさに文字通り，「トライアンドエ
ラー」を繰り返しながら味作りをしたのである。
彼らの努力もあり，約 2ヶ月後の 4月の工場の
稼働直前には，「オタフクの味」はほぼ完成の
域に達していた。
　一方，JAKIM へのハラール認証のための申
請書類の作成業務があった。全ての原材料の
メーカーから必要な書類（食品規格書，品質保
証書，安全データベース，JAKIM と相互認証
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をしたハラール証明書など）をもらい，彼らの
製造工程も確認し，一次原料，二次原料に何か
入っているかということなどを確認し，それら
を JAKIM に報告しなければならないのである。
また，原材料によっては，マレーシア国内では
入手できないものについては，海外から輸入し
なければならず，それらの輸入品については，
品質，納期などもきちんと確認をしなければな
らないのであった。さらに，輸入品であれば，
コンテナーベースで大量発注でしか発注ができ
ない原材料もあり，その場合，賞味期限内に使
い切れないので買えない可能性もあった。さら
に輸入品については，ハラール認証の書類が，
中国語で書かれていたりしており，開発担当者
によれば，「JAKIMへの申請業務は，ある意味，
オタフクの味を作る以上の困難さがあった」と
いうことであった。
　このようにして，同社はハラール認証を得た
「オタフクの味」を作り出したわけだが，その
背景には，オタフクソースの歴史があると思わ
れる。そもそも日本国内でも後発の調味料メー
カーで，先発のメーカーとは，何か違うもの，
オリジナリティのあるものを追究した結果が現
在のオタフクソースなのである。
　ただし，テクスケム社の外食チェーンに求め
られるようないわゆるプライベート・ブランド
については，お客様の要望に応じた商品開発を
行っている。

4．3　マレーシアの日系スーパーマーケット A

社との協業

　オタフクソース・マレーシアの創業の翌年の
2017年度の販売は，約 5割が合弁先のテクスケ
ム社向けであり，約 3 割がマレーシアの日系
スーパーマーケット A 社（以下 A 社）であっ
た。ここでは，大きな販売割合を占める A 社
との協業で，いかに「オタフクの味」を展開し
ていったのかを記述する。

　オタフクソースがマレーシアに進出した2016
年当時，マレーシアに限らず海外では，日本食
が各国では注目される存在であることは業界関
係者には認識されていた。同社はその時の状況
を「近年マレーシアでは，高級ホテルにしかな
かった日本食レストランがショッピングモール
やオフィスビルなどに続々とオープンしたり，
格安航空の日本直行便の就航などによる訪日旅
行ブームだったりと，日本が以前よりも身近に
なり，日本食人気が高まりつつあります。そし
て焼鳥・ラーメンなど大衆的な日本食も広がり
をみせています。日本食の粉ものメニューでい
えば，たこ焼は特に人気があり，屋台や日本食
レストランで販売されています。」と記してい
る5）。
　日系スーパーマーケットある A 社は，そこ
で大きな役割を果たしてきた日本食の総菜メ
ニューは寿司であると考え，それを中心に惣菜
の商品展開をしていた。また，A 社だけではな
く，他のスーパーマーケット（ローカル系も含
む）も，同様に総菜としての寿司の重要性を認
識していた。その結果，日本人が関与していな
い日本食レストランでもレベルが上がってきて
おり，寿司はメインメニューになっている場合
も多くなってきた。そのような状況の中で，A

社は，寿司の次の惣菜の日本食のメニューで差
別化を図り，「他には真似のできないメニュー」
を作り出し，「さすが A 社」と言ってもらえる
日本料理，総菜を作り出すことに取り組んでい
た。その一つがお好み焼きであった。お好み焼
きの利点としては，その主な材料である小麦粉，
キャベツ，卵というものは，現地でも比較的入
手しやすいものであるからである。さらに，大
きさを変えると値段を調整できるという非常に
価格設定しやすいメニューでもあったからであ
る。それまで，A 社は，肝心のお好みソースは
マレーシア国内で調達していたが，味の面から
も調達の安定性からも満足するものではなく，
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より良いものを探していたのである。
　2015年，オタフクソース・マレーシア工場進
出に際して，同社の責任者が A 社を訪問した。
その時に同社の日本でお好み焼きの販売の経験
のある日本人担当者から，「お好み焼きをやり
ましょう」という話が出された。それは，オタ
フクソースの「世界にお好み焼き文化を広めよ
う」という経営ビジョンにも合致した6）。とは
言え，まだ，オタフクソースのマレーシアの工
場は稼働していない。よって，その時はまだお
好みソースの完成品の供給もできない時期で
あった。そのような状況からスタートして，最
終的に A 社は，2022年現在では定番メニュー
となったお好み焼きを作り上げていったのであ
る。
　そこでは，オタフクソースの経営方針，過去
の経験が大きく貢献した。言うまでもなく，
ソースは，お好み焼きの調味料の一つである。
しかしながら，同社は，最終完成品のお好み焼
きを考えるにあたり，自らの製品であるソース
の位置づけを明確にし，かつ，その他の素材と
のコーディネーションを考えてきた。例えば，
同社は，日本では，キャベツの切り方，生地の
引き方などから始め，最終のお好み焼きの美味
しさを一般の人々に「お好み焼き教室」を開催
することなどで利用者を啓蒙してきた。また，
希望者にはお好み焼き店開業研修も行ってきた。
オタフクソース・マレーシアは，それらの経験，
知識，実績をもって，A 社と綿密なコミュニ
ケーションをとり，話し合いを重ねていった。
それは，具体的には，お好み焼きのメニュー提
案につながり，お好みソースの供給を行うこと
につながった。この営業スタイルは，日本の営
業スタイルそのものであった。
　A 社の場合の商品政策では，販売価格の優先
度が高かった。マレーシアには「国民食」とも
いうべきナシレマという定番メニューがある。
価格に関しては，A 社のお好み焼きの価格は，

このナシレマと市場のランチの価格帯を基準に
して決められた。そして，オタフク・マレーシ
アは，その販売価格をベースにしてメニュー設
計を行った。具体的には，どの原材料にしなけ
ればならないか，その時のおいしさはどうなの
か，どのぐらいの大きさにするのか，というよ
うなメニュー提案を A社に行ってきたのである。
　その結果，A 社のお弁当部門では，お好み焼
きの販売高は第 2位となった。お好み焼きの売
り上げが非常に好調であったために，A 社から，
「お客さんから大人気でものすごい数が売れて
いる。 1週間でメニューのバリエーションを増
やして欲しい」という要望も受けたことがある
という。 1週間という時間的な制約の中で，オ
タフクソース・マレーシアが提案したのは，
ベースのお好み焼きとソースは従来のものにし
て，トッピングのゾーンは日本のものに固執せ
ず，マレーシア人に好まれるものを選ぶことに
よって，豊富なメニューを作り出していった。
トッピングする材料は，すでに売り場にあるも
ので，具体的には，卵，チーズ，サバ，チキン，
コーンの 5種類であった。
　また，オタフク・マレーシアは，A 社で販売
されているお好み焼きのパッケージに，「オタ
フクのロゴマーク，日本の味」と書いたラベル
を，A 社に依頼して，全店舗，全お好み焼きに
貼ってもらった。そのようにしてオタフクのブ
ランディングを行い，2019年から，A 社で，お
好み焼きソース単体での販売も始めてもらった。
これは総菜で好評となったお好みソースを消費
者のご家庭でも使用していただくというもので
ある。このように，業務用で評価をしてもらっ
たものを家庭用に持っていくという流れで商品
開発するという手法は，これまでのオタフク
ソースの販売手法であった。
　つまり，マレーシアにはお好みソースを作っ
ている調味料メーカーはあるものの，JAKIM

からハラール認証を得たお好みソースを全面に
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出し，かつ，お好み焼きのメニュー提案までし
ている日本の調味料メーカーは他にはないもの
と思われる。すなわち，同社は高い独自性，オ
リジナリティを持っており，それをもって A

社の販売に貢献したのである。
　一方，マレーシア以外のアジアの周辺諸国で
は以下のようなケースもある。それは，日本の
味からは程遠い品質の日本食を，「日本の味」
と称して生産，販売している業者が存在するこ
とである。しかし，新型コロナウィルスが本格
化する2020年以前には，日本を訪問する観光客
も多く，彼らは，「日本の味」を経験している。
よって，そのような業者は，徐々に淘汰されて
いると考えられる。その中にお好み焼きも含ま
れる。まさに，この A 社におけるお好み焼き
の商品開発は，両者に，WIN-WIN の結果をも
たらしたのであった。
　さらに，2017，18年から，イスラム教徒の多
いインドネシア，ブルネイや中近東にも，オタ
フクソースは，ハラール認証商品をマレーシア
から輸出している。
　なお，収支についても，2018年 9 月に初めて
単月黒字となり，年度としては2019年度で初め
て収支は黒字化した。その後，新型コロナウィ
ルスの影響もあり，業務用のソースが不振と
なったが，2022年現在は挽回している。

5．　ディスカッション

　キム＆モボルニュ（2005, 2015, 2018）は，
ブルー・オーシャン戦略を達成するには，買い
手やユーザーにとっての価値を大幅に高めるこ
とで，「差別化」と「低コスト化」の同時実現
を達成し，既存市場での競争を無意味にすると
いうスタンスをとっている。そのコアとなる考
え方は「価値要素の大胆なトレード・オフ」で
あり，一般的な機能のうち，何かを「減らす」
「取り除く」，その上で特定の機能を「増やす」
「新たに付け加える」ことにより，それまでな

かった企業と顧客の両方に対する価値を向上さ
せるというものである。
　本事例では，価値要素のトレード・オフを考
えた場合，一般的な機能のうち，何かを「減ら
す」「取り除く」をしたのか，と言えば顕著な
ものは見当たらない。一方，何かを「増やす」
「新たに付け加える」ということをしたのかと
言えば，これまでオタフクソースが展開してき
たお好みソースにハラール認証を「新たに付け
加える」ということになるだろう。しかしなが
ら，これはマレーシアのようなイスラム教徒が
多い国では，また，その市場をターゲットにし
た場合には，調味料にハラール認証を取得する
ということは当然のことなので，「新たに付け
加える」ということには該当しない。むしろ，
ハラール認証を取ることが競争のスタートに立
つための条件であると言える。
　この事例をソースの供給メーカーという視点
で見てみよう。最終的に，お好み焼きを生産・
販売する A 社は，以前は，お好みソースはマ
レーシア国内で調達していたが，味の面からも
調達の安定性からも満足するものではなく，よ
り良いものを探していた。そこにオタフクソー
ス・マレーシアが登場し，自社のソースを A

社に供給するようになったのである。これだけ
を見れば，例え競争があったにしても「血みど
ろの戦いが繰り広げられる既存の市場（レッ
ド・オーシャン；赤い海）」があったとは言い
難いと考えられる。つまり，部品（お好みソー
ス）における既存の激烈な競争市場は存在して
いなかったと本稿では考える。
　一方，それを購入する A 社から見れば，「味」
と「調達」の面だけでオタフクソース・マレー
シアのお好みソースを採用したのであろうか。
オタフクソースは，調味料のメーカーではある
ものの，その経営ビジョンは，「世界にお好み
焼き文化を広めよう」というものである。この
経営ビジョンは当然のことながらマレーシアで
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も適応される。これは，同社は単なる調味料
メーカーだけではなく，最終完成品であるお好
み焼きの「総合プロデューサー」と言えるので
はないだろうか。例えば，販売価格については，
オタフク・マレーシアがナシレマという定番メ
ニューの価格帯を参考にして，メニュー設計を
提案した。また，A 社から「 1週間で新しいメ
ニューを作って欲しい」という依頼に対して 5
種類のメニューを A 社に提案した。もし，同
社が単なる調味料納入メーカーであれば，メ
ニュー提案などは期待されなかったであろう。
その結果，お弁当部門では，お好み焼きの販売
高は第 2位となったという実績を作り出したの
である。清水（2016）は，差別化は「自社を知
ることから始まる」とし，「自分たちが本当に
強いところをどうやって伸ばしたらいいかを真
剣に考えること」がブルー・オーシャン戦略の
真のメッセージであると指摘したが，この経営
ビジョンに基づく「総合プロデューサー」の役
割こそが，清水（2016）のいう「自分たちの本
当に強いところ」ではないだろうか。
　次に楠木（2011）の主張について考える。楠
木（2011）は，「新しく発見されたブルー・オー
シャンが多くの顧客を引きつけるほど，転換し
た先の価値次元の可視性が依然として高いまま
であれば，その後の競合他社による模倣と追随
は激しさを増し，遅かれ早かれコモディティ化
の脅威に直面し，せっかくのブルー・オーシャ
ン戦略が，レッド・オーシャンに逆戻りする。
これがブルー・オーシャン戦略の潜在的な限界
である」としている。
　日本市場におけるお好み焼きは，仮にどこか
の事業者がブルー・オーシャン戦略を達成した
としても，転換した先の価値次元の可視性が高
く，競合他社による模倣と追随は激しさが増す
であろうことは容易に想像できる。すなわち，
お好み焼きというカテゴリーはコモディティ化
していると考えられる。つまり，日本市場では

「レッド・オーシャン」の状況であると言える。
しかし，マレーシア市場ではそうではない。さ
らに，現時点までは，楠木（2011）の主張の
「ブルー・オーシャン戦略の潜在的な限界であ
る」という「限界」は見えていない。それは，
前述したように，オタフク・マレーシアのお好
み焼きの「総合プロデューサー」としての役割
があったからだと本稿では考える。

6．　結　　　　　論

　この事例は，レッド・オーシャンから抜け出
たというよりも，マレーシアのお好み焼きとい
うカテゴリーでは，最初からブルー・オーシャ
ンの状態を作り上げた，つまり「競争のない世
界」を作り上げた事例，と考えることができる
のではないだろうか。
　それをなしえたものは，①ハラール認証を得
たお好みソースを全面に出し，かつ，②調味料
メーカーでありながら，お好み焼きの「総合プ
ロデューサー」としての役割を果たしたことで
「日本の味」のお好み焼きを作り出したという
ことであろう。
　本稿では以上のように，部品（＝調味料）の
供給メーカーとしての役割だけではなく，最終
完成品までを提案できる「総合プロデューサー」
としての役割がブルー・オーシャンの状態を作
り上げたとした。しかしながら，これはあくま
でも一事例にすぎず，「一般化」するには更な
る検討が必要であることは言うまでもない。

注

1） 「ハラール認証」については，文献によって「ハ
ラル認証」という表記もあるが，本稿では「ハラー
ル認証」と統一して表記する。
2） 例えば，安部（2016）．『マンガでやさしくわか
るブルー・オーシャン戦略』日本能率協会マネジ
メントセンター，中野（2006）．『ポケット図解　
ブルー・オーシャン戦略がわかる本』秀和システム，
などがある。
3） 清水は，経営学界の学術誌（A，B クラス）で
ブルー・オーシャン戦略をメインテーマとして取
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り上げた例は皆無であり，引用すらほとんどされ
ていないことを指摘している。
4） オタフクソース・マレーシア社長の尼田和孝氏
を中心に，オタフクソース（株）の執行役員の宮
田裕也氏，設計開発部のシニアスタッフの吉廣空
氏に，2022年 5 月26日， 7 月11日，11月21日，12
月 1 日，12月 6 日，12月14日などに実施した。
5） 同社 HP（https://www.otafuku.co.jp/otafukunote/

detail/?t_id=32）2022年12月 1 日アクセス
6） 例えば，同社の新入社員研修は，「社会人の基礎
知識や会社の理念・事業内容を学ぶ座学に加え，
お好み焼の知識・技術を学ぶ『お好み焼研修』，
キャベツの栽培を体験する『キャベツ農場研修』
などの社内外研修」とある。（同社 HP；https://
www.otafuku.co.jp/corporate/news/detail/?t_
id=197）2023年 4 月10日アクセス
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